
日本光電のサステナビリティ
近年、国境を越えた社会課題に対応するため、2015年に国連で採択された持続可能な開発目
標（Sustainable・Development・Goals：SDGs）の達成に向けた活動が推進されています。
医療分野では、先進国における高齢社会の進展や医療費の増大、新興国における基礎医療の
不足や医療格差の拡大等、様々な課題が生まれ、複雑化しています。
こうした中、日本光電は、事業と企業活動を通じて、世界的な社会課題の解決やSDGsの達成
に貢献すべく、SDGsに関連する合計12個の非財務目標であるサステナビリティ重要課題（マ

テリアリティ）を特定し、中期経営計画「BEACON・2030・Phase・Ⅰ」の中に組み入れました。
マテリアリティ毎にKPI（Key・Performance・Indicator）を設定するとともに、社内における
担当部門を定めています。事業戦略とサステナビリティ戦略の連動を一層高め、経済価値と
社会価値の双方を創出することで、持続可能な社会の実現と企業価値の向上を目指します。

サステナビリティ推進方針 日本光電は、医療機器専業メーカとして事業と企業活動を通じて、病魔の克服と健康増進をはじめとする様々な社会課題の解決に挑戦し、
持続可能な社会の実現と企業価値の向上を目指します。

https://www.nihonkohden.co.jp/information/management.html#progress_reports
各KPIの目標値、実績値については、当社ウェブサイトをご覧ください。
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サステナビリティ推進方針

サステナビリティ推進体制
日本光電では、サステナビリティを推進するため、「サステナビリティ推進委員会」（社長をはじ
めとする執行役員・部門長で構成）と「サステナビリティ推進会議」（合計17部門の代表者で構成）
を設けています。また、サステナビリティの推進に社外の視点を取り入れるため、社外有識者4
名※によるアドバイザリーボードを2021年7月に設置しました。
サステナビリティ推進委員会は年2回開催され、サステナビリティ活動の方向性を議論・決定し
ています。サステナビリティ推進会議は年4回開催され、推進委員会が決定した方針や指示に基
づき年間計画を策定・推進し、進捗状況を推進委員会に報告しています。各担当部門を代表す
る推進会議メンバは、サステナビリティ活動の進捗状況を報告するとともに、他のメンバとの意
見交換を行っています。また、コンプライアンス委員会、品質管理委員会、環境委員会とも連携
を図り、日常業務の中でサステナビリティ活動が実践されるよう取り組んでいます。アドバイザ
リーボードミーティングは年2回開催され、サステナビリティの推進全般について助言をいただ
き、活発な議論を行っています。
さらに、社内でのSDGsに対する意識向上を図るため、ウェビナーを用いた国内外の社員向け教
育などの取り組みを行っています。

※・社外有識者のうち1名は2022年6月に社外取締役に就任したことから、現在は3名で構成。

サステナビリティ推進体制図

取締役会・経営会議

連携

助
言

サステナビリティ推進委員会
●・・社長をはじめとする執行役員・
部門長で構成

●・基本方針の立案
●・課題の把握、対応策の協議
●・KPIの検討・立案

アドバイザリー
ボード

●・・社外の視点を反
映するため経営
層に助言

●・・社外有識者3名※

サステナビリティ推進会議
●・年間計画の策定と推進
●・研修、啓発

事業部門・子会社
●・年間計画の実施と進捗管理　　●・・研修、啓発

環境委員会品質管理委員会コンプライアンス
委員会

東京大学
先端科学技術研究センター研究顧問
小林・光氏

神奈川県立保健福祉大学大学院
ヘルスイノベーション研究科・副研究科長・
／教授
昌子・久仁子氏

ESG／SDGsコンサルタント
笹谷・秀光氏
2022年6月から当社社外取締役に
就任。

立教大学
経営学部・経営学科長／教授
高岡・美佳氏

サステナビリティ社外有識者
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サステナビリティ推進方針

国連グローバル・コンパクトに参加
日本光電は2015年7月に国連グローバル・コンパクトに署名しました。国連グローバル・コ
ンパクトの「人権」「労働」「環境」「腐敗防止」の4分野10原則に則った企業活動を行うことで、
社会から信頼され、持続可能な社会づくりに貢献する企業であり続けることを目指します。
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アドバイザリーボードミーティングの開催
2021年9月に開催した第1回アドバイザリーボードミーティングでは、日本光電のサステナビ
リティ重要課題（マテリアリティ）とKPIについての内容と進め方を共有した結果、環境と品質
および人権への対応を強化するようアドバイスを受け、取り組みを強化しました。

社員に向けたサステナビリティ理解推進の取り組み
日本光電は、サステナビリティに対する社内の意識向上を図るため、役員研修や社内報での連載
を行うほか、国内外向けの社員教育を実施し、2021年度はウェビナーでは3,937名、紙教材で
は545名が受講しました。

アドバイザリーボードミーティングの様子



ステークホルダー・エンゲージメント

企業としての成長・信頼の確立
日本光電では、サステナビリティへの取り組みを計画・推進するにあたり、お客様、株主・投
資家の皆様、お取引先様、地域社会、従業員など全てのステークホルダーの皆様との調和を基
本としています。製品の開発・生産・販売、アフターサービス、財務体質や人財育成など全て
の面で、ステークホルダーの皆様から認められるよう企業として成長し、信頼の確立に取り組
みます。事業活動を通じた社会貢献や情報開示に加え、皆様からのご意見やご要望を将来の事
業活動に活かし、社会の一員として信頼を得られるよう努めていきます。

ステークホルダーとの対話による相互理解

日本光電は、全てのステークホルダーを重視した経営を行っています。
ステークホルダーの皆様と積極的にコミュニケーションを図り、健全な関係の維持、発展に努めています。

患者さん

株主・投資家
の皆様 お客様

地域社会 お取引先様

環境 従業員

継続可能な対話機会・市場に関する情報発信
当社に対する期待・ニーズ

ステークホルダー・エンゲージメントの取り組み

ステークホルダー 主なコミュニケーションの方法 主な対応例

お客様

●・日常の営業活動
●・コールセンタ
●・・ネット・プロモーター・スコア調査
●・顧客満足度調査
●・学術セミナーの開催
●・ME講習会の開催

安全・安心な製品・サービスの提供
製品・サービスの品質向上
お客様満足度の向上
苦情への対応
適切な製品・サービス情報の開示・提供

お取引先様
●・日常の調達活動
●・人権デューデリジェンス
●・サステナブル調達アンケート

公正で公明な取引
取引上における人権リスクの有無を確認
サステナブル調達の推進

株主・投資家の皆様

●・株主総会
●・決算説明会
●・投資家向け個別説明会
●・IRイベントへの参加
●・投資家向けウェブサイト

企業価値の向上
適正な利益還元
適時、適切な情報の開示
社会的責任投資（SRI）への対応

従業員

●・自己申告制度
●・階層別研修の実施
●・労使協議
●・相談窓口の設置
●・従業員満足度調査
●・社内報、イントラネット

人権尊重・適切な労働慣行の推進
人財の育成と活用
労働安全衛生の確保
仕事におけるやりがいの向上
多様な人財・働き方の尊重

地域社会
●・地域でのボランティア活動
●・地域行事への参加 地域社会への参画・貢献活動
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